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The understanding of amplitude-dependent dynamic properties is useful to forecast the structural performance under aftershocks. 

The authors have proposed an analytical method that uses only a main shock response to evaluate the amplitude-dependency of 

natural frequencies for steel buildings. The effectiveness has been verified by the vibration data recorded at an actual 29-story steel 

building in Tokyo under the 2011 Great Tohoku Earthquake. To investigate its effectiveness and practicability more, this paper 

applies the same method to four other steel office buildings that were excited under the Tohoku Earthquake: a 15-story building in 

Sendai, 20-story and 21-story buildings in Tokyo, and a 23-story building in Yokohama. These application examples illustrate the high 

effectiveness of the proposed evaluation method. 
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1. はじめに 

2011 年東北地方太平洋沖地震の本震と余震を受けた鉄骨造高層

建物の振動分析から，等価線形系として評価した水平方向低次モー

ドの固有振動数が，最上階の最大変位や最大速度といった応答最大

値の対数と高い相関性がある振幅依存性を有することが報告されて

いる 1)-7)．東京都新宿区に建つ 29 階の建物では 1 次固有振動数は

29 階の最大速度と相関性が高く 1)，東京都中央区に建つ 33 階の建

物では 1・2次の固有振動数は 33階の最大変位と相関性が高く 2), 3)，

東京都千代田区に建つ 14 階のパッシブ制振装置（座屈拘束ブレー

スと粘性制振壁）が設置されている建物では，1 次固有振動数は 14

階の最大変位と相関性が高かった 4)．その後も鉄骨造では，仙台市

にある 15 階の建物，東京都千代田区にある 20 階と 21 階の建物，

ならびに横浜にある 23 階の建物で，1 次固有振動数が最大変形角の

対数と高い相関性を有する現象が報告されている 5)-7).これら 7棟の

建物では，地震応答が大きいと固有振動数が低下する現象が確認さ

れた．これと同じ現象は，中低層の鉄骨造建物でも大型震動台実験

によって確認されている 8)．鉄筋コンクリート造の高層建物でも，1

次固有振動数に同様の振幅依存性が確認されている 9)-14)．このよう

な振幅依存性を鉄骨造と鉄筋コンクリート造の建物が有することは，

かなり以前から知られていたが 15)，振動計測の近年の普及と東北地

方太平洋沖地震という大地震の経験により，その報告事例は最近急

増した． 

これらの文献では，地震ごとに固有振動数を一定と仮定して，等

価線形系として評価した固有振動数（以下，等価固有振動数）の振

幅依存性を応答の対数で近似している．振幅依存性を本震記録と多

数の余震記録を用いて得るため，本震直後に余震時の等価固有振動

数を推定することはできなかった．建物動特性の振幅依存性が本震

後に変化することが報告されており 4)-7)，それを本震直後に予測で

きれば，将来の建物の残余耐震性能評価に有用な情報を，余震を待

たずに得られる可能性がある．そこで，著者らは対数近似式を本震

記録のみから推定する方法を提案し，その有効性を文献 1 に示され

ている建物の本震記録を用いて検証した 16)-18)．さらに，中規模地震

の記録のみを用いて，より大きな地震を受けた際の等価固有振動数

を推定する可能性を，公開されている大型震動台実験データを用い

て確認した 19)．しかしながら，検証は震動台実験を含めて 2 例に過

ぎず，より多くの建物に提案手法を適用して，その実用性を確認す

る課題が残されていた． 

本論文は，提案手法を文献 6 に示されている 4 棟の鉄骨造事務所

建物に新たに適用し，一組の本震記録から建物の等価固有振動数の

振幅依存性を把握する手法の実用性を把握している．はじめに 2 章
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では，すでに提案されている評価法 16)-19)における解析フローを概説

する．次に 3 章で対象建物 4 棟を紹介し，4 章と 5 章では東北地方

太平洋沖地震の本震と余震以外の多くの地震記録も利用して，手法

の検証を行っている．評価法の実用性に配慮して，本論文では振幅

依存性の指標を最大加速度としている．その結果，最大変位を指標

とする従来の検討とは異なり，積分を行わずに加速度記録を直接利

用する可能性も調べている． 

 

２. 評価方法 

Fig.1 は，本震と多数の余震の記録を利用して建物の等価 1 次固

有振動数を同定し，最上階の最大加速度に対して最小二乗法により

対数回帰式を求めた例である 16)-18)．この対数回帰式を本震記録だけ

から得ることが，提案されている手法の目的である．その手順は以

下の 4 つの過程で構成される． 

(1) 本震記録を用いて，建物の等価固有振動数の時間変化を評価す

る．入力を建物基部で計測された加速度，出力をそれより上の

階で計測された応答とする．入出力関係を ARX モデルで表現

し，それを忘却係数付きの逐次最小二乗法で同定すれば 20)，

Fig.2 のように等価固有振動数の時間変化が得られる．1 入力 1

出力系は選択できる最小の系である．低次の複数モードを同定

することを考慮すると，出力はどのモードでも振幅をもつ建物

の最上階付近で得ることが好ましい． 

(2) 一般に，建物動特性の変化は，入力地震動や建物の地震応答の

振幅の変化に対して時間が遅れて起こり，その遅れ方は建物動 

 

Fig.1 Amplitude-dependency of 1st natural frequency 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特性に応じて複雑に変化する．そのため，動特性の振幅依存性

を時間領域で直接抽出することは難しい．そこで，変化する等

価固有振動数と建物応答振幅の絶対値の頻度分布を作成し，そ

れらの分布から固有振動数の非超過確率と応答振幅の超過確

率を算定する（Fig.3）．この過程は，評価した動特性から時間

の影響を取り除く意味をもつ．超過確率と非超過確率はそれぞ

れ単調減少と単調増加の関数であるため，固有振動数と応答を

一対一に対応させるために利用できる． 

(3) 固有振動数の非超過確率（Fig.3 上図の破線）を Sigmoid 関数 

 
)](exp[1

1

c

freq
ffb

P


  (1) 

で表現する．ここに，パラメータ b と fcは正の定数で，f は等

価固有振動数，fc は超過確率 50%（非超過確率も 50%）の振

動数である．一方，応答振幅の超過確率（Fig.3 下図の細い実

線）は 
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Fig.3 Histograms for 1st natural frequency and acceleration on top 

floor 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Regression 

Fig.2 Time-variant 1st natural frequency and acceleration on top floor under main shock 

Exceedance prob. 
Non-exceedance 
prob. 

Equation (1) 

Non-exceedance prob. 

Exceedance prob. 

Equation (2) 366.0144/)ln(  yxf   
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で近似する．Fig.3 は，応答振幅を出力階の加速度 yx   にして 

おり，パラメータ a は正の定数である．式(1)と式(2)は，固有

振動数と応答振幅の変動が正規分布に近くなることを暗に仮

定している．b は固有振動数のばらつきの程度を表現し，この

値が小さいほど頻度分布は広がりをもつので，振幅依存性が大

きいことになる． 

固有振動数の非超過確率は，固有振動数が横軸のある値以下

になる確率を意味し，応答振幅の超過確率は応答が横軸のある

値よりも大きくなる確率を意味する．今，固有振動数が低くな

る確率と応答が大きくなる確率が同じ場合は，現象に高い相関

性があると考えて，式(1)と式(2)を等しいとおく． 

             
accfreq PP   (3) 

上式により，固有振動数は応答振幅で表現できる． 
 

cc f
b
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(4) 式(4)は Fig.1 に示した対数近似式と同じ型である．そこで，ヒ

ストグラムから得られた 4 つの係数を式(4)に適用してみる．す

ると，勾配は計測から得た対数回帰式とほぼ似たような値とな

るが，式(4)そのものは計測値からは外れた式となる（Fig.4 の

太い実線）．これは，Fig.1 の横軸は最大応答値であるが，Fig.3 

 

 
Fig.4 Tentative Prediction of amplitude-dependent 1st natural 

frequency 

 
Fig.5 Revised (Final) prediction of acceleration-dependency of 

equivalent 1st natural frequency 

下図の応答の頻度分布では横軸は最大応答値を使っていない

ことで生じている．そこで，式(1)から得られた勾配（-1/b）を

保ち，本震の最大応答を通るように対数近似式を平行移動する

（Fig.5）．Fig.5 では参考のために，本震で変化する固有振動

数の標準偏差の±0.4 倍の変動を許容した場合の近似式も破線

で示している． 

なお，手法を理解し易くするために応答振幅の頻度分布を用いた

が，現実には係数 b だけを近似式に使っている．したがって，応答

振幅の頻度分布を求める必要はない． 

Fig.3 は Fig.2 のデータ長さ 558.24 秒間に対応している．Fig.4

で暫定的な予測式と Fig.1 における回帰式の勾配を比較すると，前

者は後者の 80%であるが，この程度の違いは Fig.5 から許容できる

と考えている． 

 

３. 検討対象建物と利用した地震観測記録 

提案手法の検証には，文献 6 に示されている 4 棟の鉄骨造建物で

計測された地震記録を用いた．Fig.6 に建物の平面図と断面図を示

し，Table 1 に建物概要および 2011 年東北地方太平洋沖地震・本震

で加速度計が記録した最大値を示す． 

建物Aは，宮城県仙台市に建つ築 40年近くの 15階の高層建物で，

4 棟の中では本震の震源に最も近い．高層部の平面形は正方形であ

り，低層部 2 層の面積は高層部よりも大きい．建物 B と C は東京都

千代田区にある高層建物で，建物 B では 9 階から上が 2 つに分かれ

ている．本検討では文献 6 と同様に Tower C を対象にした．建物 C

には 13 階にも加速度計が設置されているが，この加速度計の記録

は同定に使わなかった．建物 D は神奈川県横浜市に建つ 23 階の高

層建物で，4 棟の中では本震の震源から最も遠い．この建物では，

本震時に T 方向（N303°E）の加速度が記録できなかった．4 棟は

いずれもラーメン構造であり，建物 B と D には筋交が，建物 C に

は制振壁が部分的に取り付けられている．なお，4 棟とも水平方向

の 1 次固有振動数は 0.5Hz 前後であり，東北地方太平洋沖地震によ

る構造的被害は確認されていない 6)． 
 

Table 1 Buildings for verification and peak accelerations under 

main shock of 2011 Great Tohoku Earthquake 

Building Location Story 
Year of 

completion 

Floor of 
used 

Sensor 

Peak 
Acceleration 

(cm/s2) 

L-dir T-dir 

A 
Sendai City, 

Miyagi 
15F 

1973 
15F 346 361 

+B2F B2F 259 163 

B 
Chiyoda Ward, 

Tokyo 
20F 

1994 
19F 177 135 

+B3F 1F 91 85 

C 
Chiyoda Ward, 

Tokyo 
21F 

2000 
21F 121 131 

+B4F B4F 75 71 

D 
Yokohama City, 

Kanagawa 
23F 

1995 
23F 162 Not 

recorded +B3F B3F 60 

 

４. 等価線形系で評価した固有振動数 

はじめに，4 棟の建物の多数の地震記録を用いて，地震ごとに各

水平方向の 1・2 次モードで等価固有振動数を評価した．いずれの

建物も平面形が整形であることから，水平 2 方向で互いに独立に固 

Equation (4) 

366.0144/)ln(  yxf 

346.0181/)ln(  yxf   

367.0181/)ln(  yxf   
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有振動数を評価した．Table 1 に示した加速度計を用いて，入力を

建物基部の加速度，出力を最上階または最上階近くの加速度とする

1 入力 1 出力（2, 2）次の ARX モデルでモードごとに同定した．透

過振動数帯を 0.8Hzとする矩形窓をもつバンドパスフィルタを同定

前処理に用いた．すでに，文献 6 で固有振動数とモード減衰比を同

定した結果が示されているため，ARX モデルを用いて再評価したこ

とになる．その理由は，検証する手法が忘却係数付き逐次最小二乗

法で ARX モデルを同定するため，検証に当たって手法を統一する

ことである．ARX モデルの同定では，固有振動数，減衰比および出

力階の刺激関数が得られるが，研究目的から本論文では固有振動数

のみを示している． 

東北地方太平洋沖地震の本震前の記録でも同定を行い，本震前と

本震以後（本震を含む）の固有振動数の違いが把握できるようにし

た．これも文献 6 と同じ整理法である．文献 6 では 1 次モードのみ

の等価固有振動数が報告されているが，本論文では 2 次モードも示 

 

Table 2 Used earthquake observation records 

Building Direction Time 
Used 
data 
sets 

Remarks 

A 

L 
N164°E 

Before 57 Before 
24 Jun 1989 - 10 Mar 2011 

Main＋After 
 11 Mar 2011 - 31 Dec 2016 

Main＋After 164 
T 

N074°E 
Before 56 

Main + After 155 

B 

L 
N208°E 

Before 23 Before 
18 Aug 2003 - 10 Mar 2011 

Main＋After 
 11 Mar 2011 - 31 Dec 2016 

Main＋After 82 
T 

N298E 
Before 24 

Main + After 93 

C 

L 
N208°E 

Before 132 Before 
26 May 2003 - 10 Mar 2011 

Main＋After 
 11 Mar 2011 - 31 Dec 2016 

Main + After 234 
T 

N298°E 
Before 123 

Main + After 233 

D 
L 

N213°E 

Before 57 Before 
23 Mar 1995 - 10 Mar 2010 

Main＋After 
 11 Mar 2011 - 31 Dec 2016 Main + After 113 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

している．Table 2 に，本論文で利用した地震記録の組数を示す．

本震前と本震以降で小地震の規模を揃えるために，利用した地震記

録の入出力加速度の最大値は，建物 A と D では 2cm/s2以上，建物

B では 3cm/s2以上，建物 C では 1cm/s2以上とした．そのため，最

大値が最も小さい建物 C の記録数が多い． 

 

４.１. 建物Ａ 

Fig.7 と Fig.8 は，地震ごとに評価した等価固有振動数の振幅依存

性を示している．本研究では，本震記録から余震時の固有振動数を

予測することが目的であるため，東北地方太平洋沖地震の本震前と

本震以後で固有振動数の表示を区別している（本震前は●，本震以

後は△）．回帰式は，本震前（破線），本震以後（細い実線）および

本震以後で最大加速度が本震時の 1/10 以上だけを回帰（太い実線）

の 3 種類を示している．同じ加速度で本震前後の固有振動数を比較

すると，本震後に固有振動数が低くなる傾向が確認できる．この低

下は，鉄骨造 11 階建物でも確認されている 21)．2 次部材の固定度

の低下が原因の一つとして推測されているが，現時点では明確に把

握されていない 7), 21)．本震以後の等価固有振動数は，大きく捉えれ

ば 15 階の加速度最大値の対数と相関性が高いが，加速度が本震時

の 1/10 以上の領域では，勾配は小さくなる傾向にある．また，本震

前後で回帰式の勾配は大きく変化していない．これらの傾向は全 4

棟でほぼ共通していた． 

Fig.9 と Fig.10 は，東北地方太平洋沖地震の本震で同定する際に

用いた入出力加速度，ならびに忘却係数付き逐次最小二乗法で同定

した 1 次と 2 次の等価固有振動数の時間変化を示している．建物 A

に限らず全 4 棟で，ARX モデルの初期の全パラメータは零，忘却係

数は 0.995 に設定した．忘却係数は理論的に決定できないが，経験

的に 0.95～0.999 に設定されることが多い 22)．全棟で，0.99～0.998

の範囲で係数が結果に及ぼす影響は小さかった．忘却係数を小さく 

Fig.6 Plans and sectional elevations of buildings 
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Fig.7 Amplitude-dependent natural frequencies in L-dir., Bldg. A 

 

 

 
Fig.8 Amplitude-dependent natural frequencies in T-dir., Bldg. A 

 

 

 

 
Fig.9 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in L-dir., Bldg. A 
 

 

 

 

 
Fig.10 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in T-dir., Bldg. A 

911.114/)ln(  yxf   

588.058/)ln(  yxf   

572.055/)ln(  yxf   

526.0200/)ln(  yxf   

780.119/)ln(  yxf   

853.118/)ln(  yxf 

603.1161/)ln(  yxf   
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Fig.11 Histograms for natural frequencies in L-dir., Bldg. A 

 

 

 

 
Fig.12  Histograms for natural frequencies in T-dir., Bldg. A 

 

 

し過ぎると，物理的意味がない大きな特性変動を誘導する可能性が

高くなる．加速度記録のサンプリング周期は全建物で 0.01s である

ため，忘却係数に 0.995 を採用すると，同定時刻の 1 秒前の時刻（等

価 1 次固有周期の半周期前）で誤差評価関数の重みは 0.61（＝

0.995(1/0.01)）となる．  

Fig.11 と Fig.12 は，それぞれ Fig.9 と Fig.10 に対応した等価固

有振動数の頻度分布を示す．頻度分布を作成する際には，(1) 初期

時間帯では加速度応答が小さく，同定パラメータが初期条件の影響

を受ける，(2) 本震のみで余震時の固有振動数を予測する手法では

あるが，きわめて小さな余震時の予測は想定していない，の 2 点を

考慮した．その結果，建物 A では，15 階加速度の振幅が Table 1

の最大値の 1/10 を超えた時刻から最後に超えた時刻までのデジタ

ル値で頻度分布を作成した．その時間帯は，L 方向では 27.72s から

223.18s，T 方向では 25.49s から 217.15s である． 

例題として示した Fig.3 とは異なり，頻度分布に複数の山が見ら

れる．式(1)の仮定とは異なるため手法の適用限界はあるが，固有振

動数の非超過確率（破線）が 50%になる固有振動数 fcを最初に決定

し，次に破線と式(1)の誤差二乗和が最小になるようにパラメータ b

を決定した．Table 3 に，各振動モードの 2 つのパラメータと頻度

分布を作成した時間帯での等価固有振動数の標準偏差を示す． 

 
Table 3 Parameters for Equation (1) and standard deviations of 

natural frequencies for Building A 

Direction Mode 
Parameter fc 

(Hz) 
Parameter b 

Standard 
deviation 

L 
N164°E 

1 0.498 240 0.0068 
2 1.563 88 0.0188 

T 
N074°E 

1 0.499 215 0.0075 
2 1.559 71 0.0229 

 

４.２. 建物Ｂ 

Fig.13 と Fig.14 に建物 B の等価固有振動数を示す．この建物で

も，本震以後の等価固有振動数は大きく捉えれば 19 階の加速度最

大値の対数と相関性が高いが，加速度 20cm/s2程度を境にして，振

幅依存性を示す勾配がやや異なる傾向にある．Fig.15 と Fig.16 に

は，同定する際に用いた入出力加速度ならびに 1 次と 2 次の等価固

有振動数の時間変化を示す．同様に，忘却係数は 0.995，ARX モデ

ルの初期パラメータは零である．Fig.17 と Fig.18 は等価固有振動

数の頻度分布である．建物 A と同様に，19 階加速度の振幅が Table 

1の最大値の 1/10を超えた時刻から最後に超えた時刻までのデジタ

ル値で，頻度分布を作成している．その時間帯は，L 方向では 17.84s

から 318.25s，T 方向では 13.66s から 379.25s である．Fig.16 の 1

次固有振動数が 80 秒付近の時間帯で高くなる原因は，1 次モードの

応答が相対的に小さくなったためと考えている．Table 4 に式(1)の

パラメータと等価固有振動数の標準偏差を示す． 

 
Table 4 Parameters for Equation (1) and standard deviations of 

natural frequencies for Building B 

Direction Mode 
Parameter fc 

(Hz) 
Parameter b 

Standard 
deviation 

L 
N208°E 

1 0.497 197 0.0113 
2 1.437 51 0.0363 

T 
N298°E 

1 0.547 114 0.0203 
2 1.601 45 0.0376 
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Fig.13 Amplitude-dependent natural frequencies in L-dir., Bldg. B 

 

 

 
Fig.14 Amplitude-dependent natural frequencies in T-dir., Bldg. B 

 

 

 

 

 
Fig.15 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in L-dir.,Bldg.B 
 

 

 

 

 
Fig.16 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in T-dir.,Bldg.B 
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Fig.17 Histograms for natural frequencies in L-dir., Bldg. B 

 

 

 
Fig.18 Histograms for natural frequencies in T-dir., Bldg. B 

 

４.３. 建物Ｃ 

Fig.19 から Fig.24 に建物 C の分析結果を示す．Fig.19 と Fig.20

の等価固有振動数の振幅依存性は建物 A と B とは異なり，すべての 

 

 
Fig.19 Amplitude-dependent natural frequencies in L-dir., Bldg. C 

 

 

 
Fig.20 Amplitude-dependent natural frequencies in T-dir., Bldg. C 
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Fig.21 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in L-dir., Bldg.C 

 

 

 

 
Fig.22 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in T-dir., Bldg.C 

 

 
Fig.23 Histograms for natural frequencies in L-dir., Bldg. C 

 

 

 

 

Fig.24 Histograms for natural frequencies in T-dir., Bldg. C 
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余震で勾配はほぼ同じ傾向がある．建物 A と B でも本震前と本震以

後で勾配が似ている傾向があったが，それがこの建物 C では顕著で

ある．同様に，頻度分布は 21 階加速度の振幅が最大値の 1/10 を超

えた時刻から最後に超えた時刻までのデジタル値で作成し，その時

間帯は，L 方向では 59.53s から 405.41s，T 方向では 64.77s から

421.31s である．頻度分布は Fig.3 ほどきれいな形状ではないが，T

方向 2 次モード以外では，非超過確率は比較的よく近似されている．

Table 5 に式(1)のパラメータと等価固有振動数の標準偏差を示す． 
 

Table 5 Parameters for Equation (1) and standard deviations of 

natural frequencies for Building C 

Direction Mode 
Parameter fc 

(Hz) 
Parameter b 

Standard 
deviation 

L 
N208°E 

1 0.532 204 0.0096 
2 1.615 33 0.0510 

T 
N298°E 

1 0.493 222 0.0073 
2 1.485 50 0.0312 

 

４.４. 建物Ｄ 

 Fig.25 から Fig.27 は建物 D の結果であり，この建物では本震記

録が残っている L 方向だけを扱った．建物 D も建物 C と同様に，

すべての余震で勾配はほぼ同じ傾向がある．頻度分布は，23 階加速

度の振幅が最大値の 1/10 を超えた時刻から最後に超えた時刻まで

のデジタル値で作成し，その時間帯は，24.49sから 289.56sである．

Table 6 に式(1)のパラメータと等価固有振動数の標準偏差を示す． 
 

Table 6 Parameters for Equation (1) and standard deviations of 

natural frequencies for Building D 

Direction Mode 
Parameter fc 

(Hz) 
Parameter b 

Standard 
deviation 

L 
N213°E 

1 0.438 74 0.0421 
2 1.349 35 0.0478 

 
これら 4 棟の分析結果を比較すると，どの建物でも等価固有振動

数は最上階近くの加速度最大値の対数と相関性が高い傾向にあり，

速度や変位の最大値で整理した振幅依存性 1)-7)と同様の性質は引き

出せている．これらの文献と本論文で評価している固有振動数は１

つの地震時の平均値と理解できるから，応答も最大値ではなく標準

偏差にすると，より変動が抑えられた振幅依存性を得ることができ

る．しかし，建物の地震応答を標準偏差で見ることはほとんど行わ

れていないため，本論文も最大値で整理した． 

回帰式を調べた 14 モード（7 方向で各 2 モード）で平均すると，

本震後の振幅依存性の傾きは本震前の 96％である．図からも本震後

の振幅依存性の変化は大きいとは言えず，この現象は文献 4 と 6 で

確認されているものと共通である．その一方で，振幅依存性には建

物ごとの僅かな違いも見られる．手法の適用性の観点からは，建物

AとBのように等価固有振動数の振幅依存性の負の傾きが小地震で

やや大きくなる場合は，対数の 1 次近似式を仮定している，すなわ

ち傾きを一定と仮定している提案手法には，小地震の領域で限界が

あると推測される．頻度分布は建物ごとに異なっており，その非超

過確率も式(1)で示すよりは複雑な分布である．式(1)は，建物の等価

固有振動数の振幅依存性を大局的に表現していると理解すべきであ

ろう．続く 5 章では，Table 3 から Table 6 までのパラメータを用

いて手法の検証を行う. 本震前の振幅依存性を利用しない理由は，

本震により余震時の固有振動数の振幅依存性が変化するためである． 

 

 
Fig.25 Amplitude-dependent natural frequencies in L-dir., Bldg. D 

 

 

 

 

 
Fig.26 Input and output accelerations for system identification, and 

time variances of natural frequencies in L-dir., Bldg.D 
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Fig.27 Histograms for natural frequencies in L-dir., Bldg. D 

 

５. 提案手法の検証 

Fig.28 から Fig.34 に提案手法の検証結果を示す．これらの図で

は，4 章までの振幅依存性の図において太い実線により示していた，

本震以後で最大加速度が本震時の 1/10 以上のデータだけを回帰し

た線を破線で示している．予測式は実線で示し，傾き－1/b で本震

の最大値を通るように引いている．この実線を破線と比較すること

が手法の検証である．文献 16～18 では，振幅依存性を表現する応

答として，計測加速度そのものだけではなくモード加速度も検討し

ているが，2 つの加速度による予測の違いはほとんど見られなかっ

た．そこで本論文では，振幅依存性はシステム同定で出力とした階

の計測加速度そのものを用いている． 

建物 A（Fig.28 と Fig.29）の予測式は，水平 2 方向ともに 1 次等

価固有振動数では振幅依存性をよく表現している．T 方向の 1 次固

有振動数の係数 b は回帰式では 306，予測式では 215 であるが，b

は逆数として最大加速度の対数にかかるため，図では b がともに大

きいほど違いは顕著には現れない．2 次等価固有振動数の推定精度

は 1 次に比較すると低いが，図では回帰式を大幅に外れる推定式に

はなっていない．Fig.11 と Fig.12 の非超過確率が仮定した Sigmoid

関数とは形状がかなり異っている点を考えると，Sigmoid 関数のパ

ラメータ変化に対して予測式の変化は鈍いと言える．その理由とし

ては，累積値である超過確率を利用している点が挙げられる． 

建物 B（Fig,30 と Fig.31）でも建物 A と同様に，予測式は 1 次

等価固有振動数で回帰式をよく表現しており，2 次振動数では回帰

式との対応は良くない．本手法は，本震の応答を通るように対数近

似式を平行移動している．そのため，2 次等価固有振動数のように，

本震時の振動数が振幅に対して比較的高い値で同定されていると， 

 

 
Fig.28 Verification of proposed method in L-dir., Bldg A 

 

 

 

 
Fig.29 Verification of proposed method in T-dir., Bldg. A 
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Fig.30 Verification of proposed method in L-dir., Bldg. B 

 

 

 

Fig.31 Verification of proposed method in T-dir., Bldg. B 

 

 
Fig.32 Verification of proposed method in L-dir., Bldg. C 

 

 

 

Fig.33 Verification of proposed method in T-dir., Bldg. C 

 

526.0197/)ln(  yxf   

526.0168/)ln(  yxf   

565.151/)ln(  yxf   

477.1145/)ln(  yxf   

590.0114/)ln(  yxf   

601.083/)ln(  yxf   

703.145/)ln(  yxf   

734.128/)ln(  yxf   

554.0204/)ln(  yxf   

587.076/)ln(  yxf   

748.133/)ln(  yxf   

756.126/)ln(  yxf   

565.150/)ln(  yxf   

654.124/)ln(  yxf   

511.0222/)ln(  yxf   

546.081/)ln(  yxf   



－29－ 
 

予測精度は自ずと低下する．言い換えると，本震時の同定値が余震

から導かれる振幅依存の傾向と似ていれば，予測精度は高くなる． 

建物 C（Fig.32 と Fig.33）は，建物 A および B とは異なる傾向

を示し，1 次等価固有振動数でも予測精度がやや低い．2 次モード

に関しては，建物 B の 2 次モードと同様の傾向が見られる．5 章の

すべての図を通じて，破線で示すデータ回帰線が本震の最大値を外

れた点を通っている場合に，予測誤差が大きい傾向にある．その唯

一の例外は Fig.33 の 1 次等価固有振動数であるが，予測精度が低い

理由は現時点では明らかになっていない．予測式は，本震の最大応

答という偶然性が入りやすい値を通るように得るため，その影響を

受けやすい性質がある．これは今後解決すべき課題である． 

建物 D（Fig.34）では，1・2 次モードともに良好に振幅依存性を

評価できている． 
 

 

 
Fig.34 Verification of proposed method in L-dir., Bldg. D 

 

建物によっては，小振幅時と大振幅時で対数回帰式の傾きが変化

する現象が確認できるが，提案手法は対数回帰式の傾きを振幅によ

らず一定に仮定している．建物 A の最大加速度は約 350 cm/s2，そ

の他の 3 棟の最大加速度が 120~170 cm/s2であることを考えると，

予測式の適用範囲は本震最大振幅の約 1/10 倍以上である．一方で，

最大加速度が 10~20cm/s2 に満たない小地震に対して予測式は固有

振動数を低めに評価する傾向があり，適用範囲外となっている．ま

た，本震の最大加速度を通るように予測式を引くため，データの適

合度が本震の最大値に依存し易い傾向がある． 

 

６．まとめ 

本論文は，鉄骨造建物の等価固有振動数の振幅依存性を本震記録

のみから評価する方法の実用性を，新たに 4 棟の建物で検証した．

検証は，2011 年東北地方太平洋沖地震の本震で評価した水平方向

1・2 次モードの等価固有振動数の振幅依存性を，その後の多数の地

震記録から得られた振幅依存性と比較して実施した．利用した計測

データに主構造部材が損傷したデータは含まれておらず，2011 年東

北地方太平洋沖地震における仙台市と首都圏の地震動の大きさの範

囲内の検討結果である．その結果は，以下の 5 項目に整理できる． 

(1) 提案手法は，忘却係数付き最小二乗法に基づいて時間変動する

ARX モデルを同定し，同定モデルを介して得た等価固有振動

数の頻度分布から，その非超過確率の近似式を Sigmoid 関数と

して得ている．Sigmoid 関数のパラメータは，応答振幅の対数

で表現される等価固有振動数の振幅依存性予測式に勾配を与

えており，この勾配を保持して本震の応答を通る予測式を決定

している．この過程は，評価した建物の動特性の変動から時間

の影響を取り除くことを意味しており，振幅依存性を時間領域

で直接抽出する困難さを回避している． 

(2) 最上階近くの加速度最大値で整理しても，文献で指摘されてい

る現象と同様に，地震応答が大きくなると等価固有振動数が低

下する傾向が確認された．その振幅依存性は最上階近くの加速

度最大値の対数と高い相関性を示しており，本震前と本震以後

で振幅依存性の勾配も，文献で確認できるようにほぼ同じにな

っていた．詳細には，等価固有振動数の加速度応答依存性の負

の傾きは小振幅でやや大きくなる傾向が見られ，これは，対数

の 1 次近似式で振幅依存性を表現する本手法が小振幅領域で

適用性を低下させる要因になっている． 

(3) 本震前後で等価固有振動数の振幅依存性が変化することから，

提案する振幅依存性予測式は本震前の地震に対しては適用で

きず，本震後のある程度大きな余震に対して適用性がある．こ

れは，手法を提案した当初の意図と合致していた．本論文で扱

った 4 棟では，本震の最大振幅に対して 0.1~1.0 倍の振幅をも

つ余震に適用性があり，その適用領域は屋上階近くの最大加速

度で 10~20cm/s2以上であった．  

(4) 検討した 4 棟では，等価固有振動数の頻度分布が過去の検証建

物よりも複雑な形状をしており，これは適用性を低下させてい

る．第 2 の結論も考慮すると，本手法は建物の等価固有振動数

の振幅依存性を大局的に表現していると理解すべきであり，手

法に改良の余地は残されている．予測式は，本震の最大応答と

いう偶然性が入りやすい値を通るように得るため，その影響を

受けやすい性質がある．今後の検討として，最大応答値にもあ

る程度の変動を考慮するといった工夫や，平均的な応答値の利

用が考えられる． 

(5) 本手法は，鉄骨造建物の地震記録を分析して得た実現象を利用

した予測式の提案である．小振幅から等価固有振動数に振幅依

存性がある現象は，非構造部材の影響として理解されることが

多いが，本震前後で振幅依存性の傾きがほぼ同じ点や，本震か

ら得た振幅依存性の勾配がある程度の規模の余震でも同じで

ある点は，物理現象として明確に把握されていない．したがっ

て，提案した振幅依存性の予測式を物理現象と結びつける研究

が必要である．また，4 棟の建物は 15～23 層と似た層数であ

り，より多様な建物での検証も望まれる． 

495.076/)ln(  yxf   

497.074/)ln(  yxf   

498.135/)ln(  yxf   

480.137/)ln(  yxf   
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